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第５６回経営協議会議事要録 

 

日 時  平成２６年１月２２日（水）１３時００分～１４時１５分 
 
会 場  大学本部棟５階 第１会議室 
 
出席者 （委員） 
     潮木、内田、丸茂、原、角田 各委員 
     前田学長、川村理事、佐藤理事、田中理事、松川理事、保科財務管理部長 
    （列席者） 
     木村監事、古井監事、篠田総務部長、窪田産学官連携・研究推進部長、 

上野施設・環境部長、大高教学支援部長、土屋総合情報戦略部長、白沢医学部事務部長、

大林企画・評価課長、高村総務・広報課長、笹垣人事課長、九鬼財務管理課長、 

石原監査室長、田中総務・広報課補佐 

 

議事要録確認 

第５５回経営協議会（25.11.21開催）の議事要録を確認した。 

 
報告事項 

 １ 教育研究評議会の開催状況について 
学長から、第１１７回及び第１１８回教育研究評議会の開催状況について、資料１により

報告があった。 

 
２ 役員会の開催状況について 

学長から、第１３８回及び第１３９回役員会の開催状況について、資料２により報告があっ

た。 

 
３ 平成２５年度補正予算（第１号）［経済対策］について 
   佐藤理事から、平成２５年度補正予算（第１号）［経済対策］に係る設備整備予定事業及び

施設整備予定事業について、資料３により報告があった。 
 

４ 平成２６年度国立大学法人山梨大学運営費交付金等予算内示について 

    佐藤理事から、平成２６年度国立大学法人関係予算（案）の概要及び本学関係の運営費交付

金予算内示等について、資料４により報告があった。 

 

５ 平成２５年度補正予算及び平成２６年度当初予算による施設整備費実施予定事業の状況に

ついて 

    佐藤理事から、平成２５年度補正予算及び平成２６年度当初予算による施設整備費実施予定

事業について、資料５により報告があった。 

 

６ 最先端融合研究プロジェクトの採択結果について 

    佐藤理事から、最先端融合研究プロジェクトについて、最先端融合研究１件及び先駆的研究

３件を採択した旨、資料６により報告があった。 
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７ 「山梨大学におけるグローバル化に関する方針」に基づく行動計画等について 

    学長から、前回の経営協議会での審議内容を踏まえ、表記の一部修正等を行い、役員会で承

認された「山梨大学におけるグローバル化に関する方針」及び同方針に基づく行動計画につい

て、資料７により報告があった。 

 

審議事項 

１ 中期計画の変更（案）について 
田中理事から、横田宿舎の土地の一部譲渡に係る中期計画の変更（案）について、資料８に

より説明があり、審議の結果、これを承認した。 
 
２ 国立大学法人山梨大学基本規則の一部改正（案）について 
  松川理事から、事務の組織の位置付けを明確にするための国立大学法人山梨大学基本規則の

一部改正（案）について、資料９により説明があり、審議の結果、これを承認した。 
 
３ 国立大学法人山梨大学に勤務する職員の勤務時間等に関する規程等の一部改正等（案）につ

いて 
  松川理事から、医学部附属病院に勤務する職員の勤務形態及び支給手当の見直し、並びに定

年前早期退職希望者募集の実施細目を定める細則の制定を行う、国立大学法人山梨大学に勤務

する職員の勤務時間等に関する規程等の一部改正等（案）について、資料１０により説明があ

り、審議の結果、次のとおり承認した。 
  ・国立大学法人山梨大学職員の勤務時間に関する規程（一部改正） 
  ・特殊勤務手当支給規則（一部改正） 
  ・定年前早期退職希望者募集実施細則（制定） 
 
４ 平成２５年度学内補正予算（三次）編成（案）について 
  佐藤理事から、補正予算財源及び配分案を示した平成２５年度学内補正予算（三次）編成（案）

について、資料１１により説明があり、審議の結果、これを承認した。 
 
５ 宿泊施設（甲斐路荘）用途の一部変更（案）について 
  佐藤理事から、甲斐路荘南側庭園を職員駐車場として整備する宿泊施設用途の一部変更（案）

について、資料１２により説明があり、審議の結果、これを承認した。 
 
６ 国立大学法人山梨大学構内入構規程及び国立大学法人山梨大学教職員駐車場利用規程の一

部改正（案）について 
  佐藤理事から、学内と学外の駐車場利用料金の格差是正を目的とする国立大学法人山梨大学

構内入構規程及び国立大学法人山梨大学教職員駐車場利用規程の一部改正（案）について、資

料１３により説明があり、審議の結果、これを承認した。 
 
７ 新産業創出プロジェクト（案）について 
  佐藤理事から、イノベーション創出のための教育・研究環境整備の推進、競争的資金獲得支

援及び共同研究への発展等を目的とする「新産業創出プロジェクト」の新規創設について、資

料１４により説明があり、審議の結果、これを承認した。 
                                                      

以上 


